
共同事業勉強会開催支援事業のご案内(募集) 

 

中央会では、令和２年度(２０２０年度)共同事業勉強会開催支援事業の実施組合を募集

しています。 

組合・組合員企業の新たな分野への進出に係る事業、経営及び技術の改善向上、知識の

普及を図るための教育・情報提供事業は、組合の共同事業として意義・重要性の高い取組

となります。そこで、業界が抱える課題の解決や加速する IT化への対応などのために組

合が単独または共同で複数回実施する勉強会を支援します。 

 

１．事業内容 

  業界・組合において取組むべき課題など（キャッシュレス化への対応、人材確保・働

き方改革、IT・AI導入による生産性向上等）を絞込み、組合が複数回実施する勉強会開

催を支援します。 

 

２．補助対象者 

本事業の補助対象となる組合等は、本会の会員組合であって次の種類及び要件を備え

ているものです。 

中小企業団体の組織に関する法律に規定する中小企業団体 

１）事業協同組合（連合会を含む）  ２）事業協同小組合（連合会を含む） 

３）商店街振興組合（連合会を含む） ４）企業組合 

５）協業組合            ６）商工組合（連合会を含む） 

 

３．補助対象組合等の要件 

①事業及び組織運営が適切に行われていること。 

②実施年度、本事業と同様の内容の事業について、国等から助成を得ていないこと。 

 

４．補助金額・補助率及び募集組合数、補助対象経費 

（１）補助金額・補助率       

事業費 ２５０,５００円（内５/６を補助及び中央会負担とし、２０８,７５０

円を上限とする） 

（２）募集組合数 ３組合（同じテーマで複数組合の共同開催も可） 

（３）補助対象経費 

 本事業における補助対象経費は以下のとおりです。 

    謝金、旅費、会場借料  

５．補助対象組合の決定 

応募いただいた組合の事業計画等について、奈良県中小企業団体中央会補助対象組合

選定委員会において、補助対象組合としての適合性、事業実施の必要性、妥当性、実施

効果等の観点から、審査のうえ補助対象組合を決定します。 

 

６．補助事業の実施期間  

交付決定日から２０２１年３月中旬まで 

 

７．申込・受付期間 

令和２年６月１９日（金）～令和２年７月３日（金）まで受付。 

※採択額総額が補助金額等総額（６２６千円）に達しない場合、２次公募を実施予定 

申請を希望される組合には、応募書類を送付いたしますので、下記までご連絡下さい。 

 

問い合わせ先 奈良県中小企業団体中央会 業務課 小林 

電話０７４２－２２－３２００   FAX ０７４２－２６－０１２５ 


